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Ａ．研究目的 

本研究では、既存の障害者就労支援の研究

成果を生かしながら、それらのアセスメント

ツールを補完ツールとして活用しながら、今

日の情報通信技術を生かした継続的なアセス

メント（モニタリング）を可能とする手段と

してアプリケーションの開発を目指している。 

本研究の目的は、障害者本人の状態の波と

支援環境を突合させて経過をモニタリングす

るための〈就労アセスメントアプリ〉入力項

目の候補を選定することである。 

 

Ｂ．研究方法 

１）研究期間：令和 5 年 5 月-令和 6 月 

２）方法：既存のアセスメントツール、及び

障害者・難病患者の就労支援に関する文献か

らアセスメントに関する項目を抽出した。 

それらの項目のうち、モニタリングして可

視化が必要な項目を選択し、類似する項目を

分類整理した。 

（倫理面への配慮）国立保健医療科学院

倫理審査委員会の承認を得た（承認番号

NIPH-IBRA＃23002)。 

 

Ｃ．研究結果 及び Ｄ．考察 

 ■障害者就労支援におけるアセスメントの

文献的背景 

障害者就労支援のためのアセスメントの研

究は、障害者の職業選択や労働条件などの就

研究要旨 

本研究の目的は、障害者本人の状態の波と支援環境を突合させて経過をモニタリングする

ための〈就労アセスメントアプリ〉入力項目の候補を選定することである。 

方法は、既存のアセスメントツール、及び障害者・難病患者の就労支援に関する文献から

アセスメントに関する項目を抽出し、モニタリングして可視化が必要な項目を選択し、類似

する項目を分類整理した。 

結果として、「就労に関係する生活行動」「就労生活に影響する心身の症状」「就労生活や

症状に影響し得る家庭環境・就労環境」に関する項目に整理された。 

今後は、これらの候補の妥当性を実践者や障害者に確認し、精錬する必要がある。 
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労にかかわる希望やニーズ、就労のための基

本的スキル・作業遂行能力や健康状態などの

情報、および就労継続のための個人と環境の

望ましい環境を評価するためのツールの提案、

などを課題とする文献が多くみられた（文末

の文献一覧参照）。それらの文献が提案するア

セスメント項目の柱は、 

① 就労に対する希望・ニーズに関する事項 

② 就労支援のための基本スキルに関する事

項 

③ 就労継続のための環境評価に関する事項 

などが一般的なアセスメントの分類項目と

される。 

とくにアセスメントすべき具体的なチェッ

ク項目として、「仕事の自発性」「仕事の準備

と後片付け」「巧緻性」「労働福祉的知識」「家

族の理解」「交通機関の利用」「指示系統の理

解」「数量、計算、文字」などが挙げられ、障

害者の就労支援においては重要な役割を果た

すものである。すべての文献に共通する意見

として、障害者の就労支援においては、個別

のニーズに合わせた継続的なサポートが必要

であることが挙げられている。本研究におい

て開発を目指すアプリケーションの開発は、

個別性や継続性のサポートを実現するための

ツールとして、その重要性がうかがえる。 

 また、障害者就労支援にはさまざまなプロ

グラムの提案もなされている。これら就労支

援プログラムの目的は、一般企業で働きたい

障害者の方を対象に、就労するための技術を

身に付けてもらい、それを活かす訓練を促す

ものであり、それらの研究が提案している内

容は大きく以下のように分類されている。 

① 社会スキル: コミュニケーションスキル

や自己管理能力を身につけるトレーニン

グ。 

② ビジネススキル: パソコンスキル、ビジ

ネスマナー、報連相などのビジネスに必

要な基本的なスキル。 

③ 専門スキル: 職場で必要な専門的なスキ

ルの習得。 

④ 就活スキル: 職場実習や企業研究、応募

書類作成、面接練習など。 

⑤ 援助付き雇用プログラム：精神疾患を抱

える人が仕事に就けるよう支援する方法

の一つで、現場での支援やトレーニング

を提供し一般企業への就職を目指す。 

⑥ 個別就労支援プログラム (IPS)：援助付

き雇用の一種で、一人ひとりに合わせた

専門トレーニングを提供し、就職後の職

場定着の支援も行う。 

これらのプログラムは、障害者の就労をサ

ポートし、社会参加を促進する重要な役割を

果たしている。 

その他、障害者就労支援に関して日本との

国際比較を行った文献も多い。 

① 障害者雇用率向上の国際比較: 日本では

障害者雇用の促進が進められ、企業は障

害者雇用の割り当てを受け、さまざまな

支援策を実施している。 

② 障害者雇用支援機関の国際比較: 就労移

行支援事業所や障害者就労支援センター

などが、障害者の就労支援に取り組んで

いる。 

③ 国際協力機構 (JICA)の国際的な役割：

JICAは障害者の人権尊重と「完全参加と

平等」を目指し、障害者の社会参加を促

進するための国際プロジェクトを展開し

ている。 

④ 海外視察の成果検証：JICAはオランダや

ドイツなどで、国外の障害者就労支援制

度を視察し、日本に適用できるノウハウ

を取り入れている。 

さらには、日本での取り組みを背景にした



59 

 

国際的な取り組みとして、 

⑤ SDGs (持続可能な開発目標)と関連： 

SDGs の目標 8「働きがいも成長も」に障

害者の雇用が含まれ、世界中の障害者雇

用の拡大が求められている。 

⑥ 国際連合 (UN)との連携：国連では、障害

者の権利尊重と社会参加を推進し、各国

での障害者の雇用支援の実態の把握と連

携。 

などが代表文献として挙げられる。 

以上の取り組みは、社会のグローバル化の

観点からも、障害者の社会参加と人権尊重を

推進するために重要なものであり、本研究が

目指すツールの開発とも一致している。 

 

 ■本研究におけるアセスメントアプリ項目

の設定 

本研究では、既存の障害者就労支援の研究

成果を生かしながら、それらのアセスメント

ツールを補完ツールとして活用しながら、今

日の情報通信技術を生かした継続的なアセス

メント（モニタリング）を可能とする手段と

してアプリケーションの開発を目指している。 

 「障害者本人の状態の波（身体面・心理面

の良好な時期と不調な時期）と支援環境（物

理的・人的支援状況等）を突合させてモニタ

リングし可視化するためのツールとして〈就

労アセスメントアプリ〉を制作する。このア

プリは、就労を希望する障害者の方と支援者

の方が初回面接後に、障害者の状態の波と支

援環境の経過を入力し、定期的な面接の際に

グラフ等で示し、タイムリーに必要される

個々人の支援を、経過する時間軸上の変化に

合わせて検討するためのツールとして活用す

る。 

 アプリによるアセスメント項目の設定は、

関連する既存の文献を参考に、以下の手順で

の統合を行った。統合の手順は、 

1）既存のアセスメントツール、及び障害者・

難病患者の就労支援に関する文献からアセ

スメントに関する項目を抽出した。 

2）上記 1）の項目のうち、モニタリングして

可視化が必要な項目を選択し、「就労に関係す 

る生活行動」「就労生活に影響する心身の症

状」「就労生活や症状に影響し得る家庭環

境・就労環境」に関する項目を抽出した。

（障害種別などフェイスシートに記録しモ

ニタリングの必要性が少ないと思われる項

目は、含めなかった。） 

3）類似する内容の項目を分類した。 

 その結果、表 1のように整理された。 
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表１．先行研究を基に整理したアプリ入力項目候補 

 

 

 
Ｅ．結論 

本研究の目的は、障害者本人の状態の波と

支援環境を突合させて経過をモニタリングす

るための〈就労アセスメントアプリ〉入力項

目の候補を選定することである。 

方法は、既存のアセスメントツール、及び

障害者・難病患者の就労支援に関する文献か

らアセスメントに関する項目を抽出し、モニ

タリングして可視化が必要な項目を選択し、

類似する項目を分類整理した。 

結果として、「就労に関係する生活行動」

「就労生活に影響する心身の症状」に関する

項目、「就労生活や症状に影響し得る家庭環

境・就労環境」に整理された。 

今後は、これらの候補の妥当性を実践者や

障害者に確認し、精錬する必要がある。 
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